
 

1 

平成 23 年 10 月 4 日 
各  位 

会 社 名 株式会社京王ズホールディングス 
代表者名 代表取締役社長 佐々木英輔 
（コード番号 3731 東証マザーズ） 
問合せ先 取締役管理部長 深野道照 
（TEL． 022－ 722－ 0333） 

 

過年度決算の訂正による各決算期への影響額について 

 
 平成 23 年 8 月 9 日付「不適切な取引及び会計処理の全容判明に向けた第三者調査委員会の設置

に関するお知らせ」で公表いたしましたとおり、当社は、不適切な取引及び訂正の対象となり得る

会計処理の調査のため、外部の専門家から構成される第三者調査委員会を設置し全容の判明に取り

組んでまいりましたが、このたび同委員会より受領しました中間報告書に基づく過年度決算の訂正

による各決算期への影響額の集計が終了いたしましたのでお知らせいたします。 
 

１．中間報告書に基づく過年度決算の訂正による各決算期への影響について 
 今回受領いたしました中間報告書に記載された内容に基づく過年度決算の修正による各決算期

への影響額は添付資料１に記載の通りであります。また、第三者調査委員会の中間報告書での過年

度決算への影響度に関しては添付資料２として会社としてまとめております。なお、今回の調査に

ついては事象によっては、平成 13 年まで遡り調査確認を行っておりますが、有価証券報告書等の

訂正開示については、平成 18 年 10 月期から会計に関する部分については清和監査法人による監査

を受ける予定となっております。これは期間を遡り監査法人からの監査証明を受けるにあたり、金

商法上の公衆縦覧期間等を参考基準とし 5 年間を一定期間として設定したものであります。それ以

前の期間での訂正事項については、平成 18 年 10 月期において訂正数値を織り込む対応を行ってお

ります。 
 
２．中間報告書の公表について 
 第三者調査委員会の中間報告書は、後日、中間報告書は公表させていただく予定であります。 
 
３．今後の対応について 
 本中間報告書の結果を受け、関係する過年度の有価証券報告書、決算短信等の訂正を行うととも

に、当期の第 3 四半期決算短信及び第 3 四半期報告書の提出を 10 月 14 日までに行う予定であり

ます。 
 また、今後も第三者調査委員会による調査を継続し、10 月中旬を目処に再発防止策や今後の経営

体制等に関する提言等を盛り込んだ最終報告書を受領する予定になっております。報告内容につきま

しては、受領後速やかに開示させていただく予定であります。 
 株主様、投資家様及び関係者の皆様には、多大なるご心配とご迷惑をおかけしておりますことを深

くお詫び申し上げます。 
以上 

 
 



（添付資料１） 
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訂正による過年度業績への影響について 
 
① 各四半期単位での実績は、累計数値にて記載いたしております。 
② 清和監査法人での監査は対応中であり、これからの確定対応となります。 
③ 貸付金への引当金計上が必要となり、第 14 期（平成 18 年 10 月期）より特別損失として貸倒引

当金を計上しておりますが、第 15 期（平成 19 年 10 月期）以降は、営業外費用への組替等の変

動の可能性があります。 
 
１． 平成 18 年 10 月期 

（単位：百万円） 
連結 個別 

訂正前 訂正後 影響額 訂正前 訂正後 影響額 

売上高 1,482 1,482 ― 1,136 1,136 ―

営業利益 △70 △85 △15 △33 △48 △15

経常利益 68 45 △23 2 △12 △15

当期純利益 

平成 16 年度、 

17 年度訂正分 

合計当期純利益 

△454 △464

9

△455

△9

―

△450 △460 

9 

 

△451 

△9

―

総資産 4,809 4,881 72 4,471 4,520 49

第 14 期 

第 1 四半期 

（平成 18 年 1 月） 

株主資本 2,603 2,690 87 2,578 2,625 47

売上高 2,864 2,864 ― 2,173 2,173 ―

営業利益 △166 △197 △30 △57 △74 △16

経常利益 10 △20 △30 24 7 △16

当期純利益 

平成 16 年度、 

17 年度訂正分 

合計当期純利益 

△662 △652

9

△643

10

19

△586 △597 

9 

 

△588 

△11

△2

総資産 6,223 6,294 71 5,729 5,776 47

第 14 期 

中間 

（平成 18 年 4 月） 

株主資本 2,555 2,629 73 2,602 2,647 45

売上高 3,977 3,977 ― 3,108 3,108 ―

営業利益 △451 △481 △30 △157 △174 △16

経常利益 △362 △393 △30 △155 △172 △16

当期純利益 

平成 16 年度、 

17 年度訂正分 

合計当期純利益 

△1,033 △1,385

9

△1,376

△351

△342

△929 △1,246 

9 

 

△1,237 

△316

△307

総資産 5,278 5,086 △191  4,912 4,695 △216

 

第 14 期 

第 3 四半期 

（平成 18 年 7 月） 

株主資本 2,045 1,679 △366 2,068 1,752 △316

売上高 5,315 5,315 ― 4,241 4,241 ―

営業利益 △759 △790 △30 △272 △289   △17

経常利益 △1,117 △992 124 △672 △530 141

当期純利益 

平成 16 年度、 

17 年度訂正分 

合計当期純利益 

△2,288 △2,354

9

△2,345

△65

△56

△2,256 △2,292 

9 

 

△2,283 

△35

△26

総資産 4,258 4,334 76 3,771 3,847 76

 

第 14 期 

決算 

（平成 18 年 10 月） 

株主資本 968 902 △66 971 922 △48
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注１． 平成 16 年 10 月期での訂正分は、売上高（飲食事業分訂正）：△83 百万円、販売管理費（広告

宣伝費）：△13 百万円、特別利益（飲食事業分訂正）：92 百万円となります。この訂正により当

期純利益は△207 百万円が△185 百万円となり、過年度訂正分として 22 百万円を特別利益とし

て当期純利益に織り込んでおります。 
注２． 平成 17 年 10 月期での訂正分は、売上高（テレマーケティング事業分）：△58 百万円、販売管

理費（広告宣伝費等）：△12 百万円、営業外費用（雑損失）：5 百万円、法人税等の訂正：22 百

万円、少数株主損益の訂正：13 百万円となります。この訂正により当期純利益は 140 百万円が

126 百万円となり、過年度訂正分として 13 百万円を特別損失として当期純利益に織り込んでお

ります。 
（主な訂正事項） 
・平成 18 年 10 月期第 1 四半期（連結） 

① 販売管理費が 15 百万円増加しておりますが、主な内容は広告宣伝費と消耗品費の訂正によるも

のであります。 
② 営業外収益での雑収入において△9 百万円の訂正が生じております。 
③ 特別利益として固定資産売却益 5 百万円、特別損失として固定資産売却損での△11 百万円の訂正

が生じております。 
・平成 18 年 10 月期 中間（連結） 

① 販売管理費が 15 百万円増加しておりますが、賃借料 14 百万円の訂正によるものであります。 
② 特別利益として受贈益 5 百万円を訂正計上しております。 

・平成 18 年 10 月期第 3 四半期（連結） 
① 貸付金への引当金計上が必要となり特別損失として貸倒引当金繰入 361百万円を訂正計上してお

ります。 
・平成 18 年 10 月期 通期（連結） 

① 営業外費用での貸倒引当金繰入△164 百万を訂正計上しております。 
② 特別損失での過年度インセンティブ返還金 58 百万円の取消訂正を行っております。（テレマーケ

ティング事業分） 
③ 特別損失での店舗整理損△4 百万円の訂正を行っております。 
④ 特別損失として貸倒引当金繰入を 256 百万円に訂正計上しております。 

 
 
 
２． 平成 19 年 10 月期 

（単位：百万円） 

連結 個別 

訂正前 訂正後 影響額 訂正前 訂正後 影響額 

売上高 4,243 4,243 ― 273 273 ―

営業利益 56 54 △2 △84 △86 △2

経常利益 45 44 △1 △72 △73 △1

当期純利益 57 10 △46 5 52 47

総資産 8,887 8,780 △106 4,177 4,170 △7

第 15 期 

第 1 四半期 

（平成 19 年 1 月） 

純資産 1,076 957 △119 980 978 △1

売上高 8,219 8,219 ― 450 450 ―

営業利益 102 83 △19 △154 △161 △7

経常利益 75 53 △22 △138 △144 △6

当期純利益 △31 △35 △4 △75 22 96

総資産 7,196 7,148 △47 3,746 3,795 49

第 15 期 

中間 

（平成 19 年 4 月） 

純資産 1,044 975 △69 935 984 49
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売上高 11,957 11,957 ― 563 563 ―

営業利益 180 160 △20 △132 △137 △5

経常利益 125 102 △23 △117 △122 △5

当期純利益 △53 △214 △161 △114 △27 86

総資産 7,644 7,406 △238 4,174 4,211 38

 

第 15 期 

第 3 四半期 

（平成 19 年 7 月） 

純資産 1,555 1,325 △229 1,405 1,443 38

売上高 15,694 15,525 △169 748 748 ―

営業利益 153 △69 △222 △15 △20 △5

経常利益 89 △141 △230 82 70 △11

当期純利益 △874 △1,093 △219 7 83 76

総資産 6,305 5,999 △305 4,043 4,069 26

 

第 15 期 

決算 

（平成 19 年 10 月） 

純資産 760 463 △296 1,636 1,663 27

（主な訂正事項） 
・平成 19 年 10 月期第 1 四半期（連結） 
① 建設仮勘定の訂正とそれに伴う固定資産の訂正を行ったため、販売管理費における減価償却費にお

いて訂正が生じております。 
② 特別利益での持分変動損益において 86 百万円の訂正が生じております。 
③ 特別損失として貸倒引当金繰入 56 百万円を計上しております。 
・平成 19 年 10 月期 中間（連結） 
① 販売管理費として、給与手当 4 百万円、通信費 11 百万円を訂正計上しております。 
② 営業外費用として雑損失 2 百万円を訂正計上しております。 
③ 特別損失での前期損益修正損△30 百万円を訂正計上しております。 
④ 特別損失として貸倒引当金繰入 11 百万円を計上しております。 
・平成 19 年 10 月期第 3 四半期（連結） 
① 特別利益での固定資産売却益 159 百万円の取消訂正を行っております。 
② 特別利益での前期損益修正益△8 百万円を訂正計上しております。 
・平成 19 年 10 月期 決算（連結） 
① 過年度インセンティブ修正に伴い売上高△169 百万円の訂正を行っております。 
② ソフトウェアとして計上分の訂正として、販売管理費における支払手数料 32 百万円の訂正計上を行

っております。 
③ 営業外収益での雑収入△2 百万円の訂正計上を行っております。 
④ 営業外費用として雑損失 10 百万円を訂正計上しております。 
⑤ 特別損失として貸倒引当金繰入 32 百万円を計上しております。 

 
 
 
３． 平成 20 年 10 月期 

（単位：百万円） 

連結 個別 

訂正前 訂正後 影響額 訂正前 訂正後 影響額 

売上高 

（営業収益） 

3,319 3,405 86 60 60 ―

営業利益 36 119 83 △6 △6 ―

経常利益 24 105 81 △10 △10 ―

当期純利益 △9 △46 △37 △10 △31 △21

総資産 6,803 6,557 △246 4,118 4,124 6

第 16 期 

第 1 四半期 

（平成 20 年 1 月） 

純資産 952 620 △332 1,820 1,826 6
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売上高 

（営業収益） 

6,903 6,989 85 122 122 ―

営業利益 65 155 90 △25 △25 ―

経常利益 41 128 87 △30 △30 ―

当期純利益 52 149 97 △31 △32 ―

総資産 6,107 5,901 △206 4,158 4,184 26

第 16 期 

中間 

（平成 20 年 4 月） 

純資産 1,148 937 △211 1,914 1,941 26

売上高 

（営業収益） 

9,721 9,807 85 181 181 ―

営業利益 97 190 92 △31 △31 ―

経常利益 51 142 90 △37 △37 ―

当期純利益 115 125 9 △38 △44 △6

総資産 6,016 5,802 △213 3,966 3,986 20

 

第 16 期 

第 3 四半期 

（平成 20 年 7 月） 

純資産 1,211 913 △297 1,907 1,928 20

売上高 

（営業収益） 

12,618 12,704 85 242 242 ―

営業利益 155 250 95 △49 △49 ―

経常利益 102 188 86 △54 △50 4

当期純利益 80 8 △71 △64 △81 △17

総資産 5,879 5,584 △295 3,874 3,883 9

 

第 16 期 

決算 

（平成 20 年 10 月） 

純資産 1,207 817 △389 1,882 1,891 9

注１． 純粋持株会社への移行に伴い、個別での売上高は営業収益としての表記となります。 
注２． 個別業績の概要については、個別経営成績として開示しておりますので、影響についても

記載致します。 
（主な訂正事項） 
・平成 20 年 10 月期第 1 四半期（連結） 
① 過年度インセンティブ修正に伴い売上高 85 百万円の訂正を行っております。 
② 建設仮勘定の訂正とそれに伴う固定資産の訂正を行ったため、販売管理費における減価償却費にお

いて訂正が生じております。 
③ 営業外収益での雑収入△2 百万円の訂正計上を行っております。 
④ 特別損失として貸倒引当金繰入 116 百万円を計上しております。 
・平成 20 年 10 月期 中間（連結） 
① 特別損失として貸倒引当金繰入 2 百万円を計上しております。 
・平成 20 年 10 月期第 3 四半期（連結） 
① 特別損失として貸倒引当金繰入 90 百万円を計上しております。 
・平成 20 年 10 月期 決算（連結） 
① 営業外収益での雑収入 3 百万円の訂正計上を行っております。 
② 営業外費用として雑損失 12 百万円を訂正計上しております。 
③ ソフトウェアの減損損失として計上した 32 百万円の取消訂正を行っております。 
④ 特別損失として貸倒引当金繰入 211 百万円を計上しております。 
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４． 平成 21 年 10 月期 
（単位：百万円） 

連結 個別 

訂正前 訂正後 影響額 訂正前 訂正後 影響額 

売上高 2,928 2,928 ―   

営業利益 79 80 1   

経常利益 67 67 ―   

当期純利益 48 37 △11   

総資産 5,297 4,991 △305   

第 17 期 

第 1 四半期 

（平成 21 年 1 月） 

純資産 1,263 862 △401   

売上高 6,379 6,379 ―   

営業利益 156 155 △1   

経常利益 206 206 ―   

当期純利益 145 107 △37   

総資産 5,448 5,121 △327   

第 17 期 

第 2 四半期 

（平成 21 年 4 月） 

純資産 1,379 954 △425   

売上高 9,179 9,179 ―   

営業利益 282 284 2   

経常利益 330 333 2   

当期純利益 266 302 35   

総資産 5,506 5,250 △256   

第 17 期 

第 3 四半期 

（平成 21 年 7 月） 

純資産 1,551 1,197 △353   

売上高 

（営業収益） 

11,908 11,908 ― 589 589 ―

営業利益 393 395 2 331 324 △7

経常利益 380 391 11 327 327 ―

当期純利益 426 593 167 493 527 33

総資産 5,475 5,283 △192 3,992 4,035 43

第 17 期 

決算 

（平成 21 年 10 月） 

純資産 1,648 1,460 △187 2,451 2,494 43

注１．個別業績の概要については、決算時のみの記載のため、第 1 四半期から第 3 四半期での記載は行

いません。 
（主な訂正事項） 
・平成 21 年 10 月期第 1 四半期（連結） 
① 建設仮勘定の訂正とそれに伴う固定資産の訂正を行ったため、販売管理費における租税公課と減価

償却費において訂正が生じております。 
② 特別損失として貸倒引当金繰入 11 百万円を計上しております。 
・平成 21 年 10 月期第 2 四半期（連結） 
① 特別損失として貸倒引当金繰入 36 百万円を計上しております。 
・平成 21 年 10 月期第 3 四半期（連結） 
① 特別利益として貸倒引当金戻入 31 百万円を計上しております。 
・平成 21 年 10 月期 決算（連結） 
① 建設仮勘定の訂正とそれに伴う固定資産の訂正を行ったため、販売管理費における租税公課 4 百万

円と減価償却費△1 百万円での訂正が生じております。 
② 営業外収益での雑収入 11 百万円の訂正計上を行っております。 
③ 営業外費用として雑損失 2 百万円を訂正計上しております。 
④ 特別利益として貸倒引当金戻入 95 百万円を計上しております。 
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⑤ 特別損失の減損損失 4 百万円の訂正を行っております。 
⑥ 特別損失として過年度インセンティブ修正 90 百万円の取消訂正を行っております。 

 
 
５． 平成 22 年 10 月期 

（単位：百万円） 

連結 個別 

訂正前 訂正後 影響額 訂正前 訂正後 影響額 

売上高 2,774 2,774 ―   

営業利益 130 130 △1   

経常利益 117 116 △1   

当期純利益 111 47 △64   

総資産 5,570 5,319 △250   

第 18 期 

第 1 四半期 

（平成 22 年 1 月） 

純資産 1,818 1,566 △252   

売上高 5,811 5,811 ―   

営業利益 265 264 △1   

経常利益 235 233 △1   

当期純利益 245 216 △28   

総資産 5,533 5,320 △212   

第 18 期 

第 2 四半期 

（平成 22 年 4 月） 

純資産 1,955 1,738 △216   

売上高 8,625 8,625 ―   

営業利益 359 358 △1   

経常利益 317 315 △2   

当期純利益 334 269 △65   

総資産 5,749 5,509 △239   

第 18 期 

第 3 四半期 

（平成 22 年 7 月） 

純資産 2,031 1,786 △244   

売上高 

（営業収益） 

11,540 11,517 △22 702 700 △2

営業利益 450 433 △17 437 429 △8

経常利益 401 394 △6 441 445 4

当期純利益 507 424 △83 △46 △351 △304

総資産 5,864 5,687 △177 3,875 3,853 △22

第 18 期 

決算 

（平成 22 年 10 月） 

純資産 2,114 1,944 △170 2,460 2,438 △22

注１．個別業績の概要については、決算時のみの記載のため、第 1 四半期から第 3 四半期での記載は行

いません。 
（主な訂正事項） 
・平成 22 年 10 月期第 1 四半期（連結） 
① 建設仮勘定の訂正とそれに伴う固定資産の訂正を行ったため、販売管理費における租税公課と減価

償却費において訂正が生じております。 
② 特別損失として貸倒引当金繰入 63 百万円を計上しております。 
・平成 22 年 10 月期第 2 四半期（連結） 
① 特別損失として貸倒引当金繰入 27 百万円を計上しております。 
・平成 22 年 10 月期第 3 四半期（連結） 
① 特別損失として貸倒引当金繰入 53 百万円を計上しております。 
・平成 22 年 10 月期 決算（連結） 
① ロイヤリティ還元訂正に伴い売上高△22 百万円、売上原価△10 百万円の訂正を計上しております。 
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② 建設仮勘定の訂正とそれに伴う固定資産の訂正を行ったため、販売管理費における租税公課 5 百万

円と減価償却費△1 百万円での訂正が生じております。 
③ 営業外収益での雑収入 12 百万円の訂正計上を行っております。 
④ 特別損失として貸倒引当金繰入 76 百万円を計上しております。 

 
 
６． 平成 23 年 10 月期 

（単位：百万円） 

連結 個別 

訂正前 訂正後 影響額 訂正前 訂正後 影響額 

売上高 3,048 3,048 ―  

営業利益 106 103 △3  

経常利益 90 87 △3  

当期純利益 312 330 18  

総資産 5,930 5,777 △152  

第 19 期 

第 1 四半期 

（平成 23 年 1 月） 

純資産 2,398 2,247 △150  

売上高 6,423 6,423 ―  

営業利益 192 196 3  

経常利益 175 179 3  

当期純利益 346 281 △65  

総資産 6,747 6,508 △238  

第 19 期 

第 2 四半期 

（平成 23 年 4 月） 

純資産 2,428 2,197 △231  

注１．個別業績の概要については、決算時のみの記載のため、第 1 四半期から第２四半期での記載は行

いません。 
（主な訂正事項） 
・平成 23 年 10 月期第 1 四半期（連結） 
① 建設仮勘定の訂正とそれに伴う固定資産の訂正を行ったため、販売管理費における租税公課と減価

償却費において訂正が生じております。 
② 特別利益として貸倒引当金戻入 22 百万円を計上しております。 
・平成 23 年 10 月期第 2 四半期（連結） 
① 特別損失として貸倒引当金繰入 65 百万円を計上しております。 

以上 
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     （添付資料 2） 

第三者調査委員会中間報告書での過年度決算への影響度に関して 

 

第三者調査委員会の中間報告書に基づき、過年度決算の訂正に関連する部分を要約し報告させて

頂きます。 

なお、本中間報告書には社外の個人に関する情報が含まれている上、これらの情報の一部は氏名等

を開示しないとしても当該個人の特定が可能であり、関係者のプライバシーを害するおそれが高いと判

断されるものであることから、以下においては、個人名及び取引先名を記号化した上で報告をさせて頂

いております。 

 

(1) 利益の不適切な計上等 

(2) 当社または連結子会社から当社代表取締役佐々木（以下佐々木社長）または主に連結外子会社 F

社、LO 社、E2 社への資金移動 

(3) LO 社が当社の連結子会社となった平成 22 年 10 月期における、平成 20 年 4 月 LO 社から佐々木

社長に対する資金移動について、LO 社の K 社に対する敷金勘定等としたまま連結貸借対照表に計

上した件、及び貸倒引当金の未計上、利息の未徴収の件 

(4) 平成 15 年 10 月期から平成 18 年 4 月中間期までの間における O 社との借入金の簿外取引等の件 

(5) 申告および納税の件 

 

 (1) 利益の不適切な計上等 

① 平成 19 年 10 月期、平成 20 年 4 月中間期および平成 20 年 10 月期におけるインセンティブ返

金名目による売上高、負債の不適切な計上の件 

平成 19 年 10 月期における 1 億 6,910 万円の売上高の過大計上、平成 20 年 1 月第 1 四半期に

おける 8,571 万円の売上高の過小計上、232 万円の過年度損益修正益の過大計上及び 9,000 万円

の借入金の過小計上が認められる。 

 

② 平成 22 年 10 月期における N 社に対するロイヤリティ還元の件 

平成 22 年 10 月期において、売上高 2,286 万円及び未払金(売上原価等)1,724 万円の過大計上

が認められる。 

 

③ 平成 19 年 7 月第 3 四半期における NF 社に対する店舗の売却取引による固定資産売却益の件 

平成 19 年 7 月第 3 四半期において未収入金 2 億 8,700 万円、固定資産売却益 1 億 5,919 万円、

仮受消費税 795 万円、短期貸付金 529 万円、長期貸付金 9,931 万円、長期前払費用 1,436 万円等

の架空計上が認められる。 （なお、上記取引については、平成 19 年 9 月に取消修正対応済みであ

る。） 

 

④ 平成 16 年 4 月中間期における取引会社からの協賛金名目及び飲食店舗の店舗売上の過大計

上の件 

平成 16 年 4 月中間期において売上高合計 9,252 万円の過大計上が認められる。なお、修正仕訳

は特別利益とすべきである。 

 

⑤ 平成 19 年 10 月期における、S 氏に対する第 3 回新株予約権の第三者割当に関するアレンジフ

ィーを I 社に対するソフトウェア購入費用名目で計上した件 

3,400 万円は実質的にはソフトウェア使用等許諾の対価ではなく、S 氏に対するアレンジメントフィー

であり、平成 19 年 10 月期に資産計上した 3,400 万円のソフトウェア勘定を支払手数料勘定に振り替

えるべきものである。なお、平成 20 年 10 月期において、3,238 万円の資産勘定を減損処理している

が、これは反対仕訳によって消滅させるべきこととなる。 
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⑥ 平成 15 年 10 月期における未払金(広告宣伝費等)の計上漏れの件 

平成 15 年 10 月期において、未払金 159 万円、広告宣伝費 1,473 万円、運賃 45 万円、仮払消費

税 75 万円を計上すべきである。 

 

⑦ 平成 17 年 10 月期における未払金(給料手当、広告宣伝費等）の計上の件 

平成 17 年 10 月期における 1,250 万円の未払金は架空であるから計上すべきではなく、また、平成

18 年 10 月期において 1,767 万円の費用及び 517 万円の雑収入(特別利益)を修正すべきである。 

 

(2)  当社または連結子会社から佐々木社長または主に連結外子会社 F 社、LO 社、E2 社への資金移動 

不適切な資金移動のうち、建設仮勘定を利用したものについては未返還が平成 19 年 1 月での

3,200 万円と平成 22 年 1 月の 2,500 万円となっている。不適切な会計処理による資金移動について

は、発生の時期に遡り、佐々木社長または連結外子会社に対する短期貸付金として計上されるべき

である。また、3,200 万円については、平成 19 年 1 月第 1 四半期において、佐々木社長に対する短

期貸付金に修正仕訳されるべきであり、平成 19 年 4 月第 2 四半期において譲り受けた ER 社におい

て短期貸付金に修正されるべきであり、平成 20 年 4 月第 2 四半期後の建物勘定及び構築物勘定、

並びに減価償却費(合計 1,156 万円)は否定されるべきである。 

 

(3) LO 社が当社の連結子会社となった平成 22 年 10 月期における、平成 20 年 4 月 LO 社から佐々木社

長に対する資金移動について、LO 社の K 社に対する敷金勘定等としたまま連結貸借対照表に計上

した件、及び貸倒引当金の未計上、利息の未徴収の件 

K 社に対する敷金として計上していた 2,000 万円については、平成 20 年 4 月第 2 四半期か

ら佐々木社長に対する短期貸付金として計上すべきであったが、ＬＯ社が当社の連結子会社と

なったのは平成 22 年 10 月期以降であるから、平成 22 年 10 月期、平成 23 年 1 月第 1 四半期、

平成 23 年 4 月第 2 四半期において、敷金勘定を佐々木社長に対する短期貸付金に修正すべき

である。また、KG 社に対する工事代金として計上した 500 万円及び 2,000 万円については、平成

20 年 4 月第 2 四半期において佐々木社長に対する短期貸付金に修正仕訳し、その後行った建物付

属設備への振替、並びに減価償却費及び減損損失は否定されるべきである。 

短期貸付金については、適正に担保を算定し、不足分については各期ごとに貸倒引当金が計上さ

れるべきである。 

上記の担保としてはＥ１社が保有する当社株式8,000株を、市場価格の60％とし担保評価するのが

相当である。 

また、LO 社は平成 22 年 10 月期以降当社の連結子会社となったが、それ以前の決算期における

同社に対する貸付金については全額貸倒引当金を計上するのが相当であり、他方、同社の佐々木

社長に対する貸付金についても全額貸倒引当金を計上するのが相当である。それ以外の貸付金に

ついては、貸付金額に応じて担保を按分し、不足分について貸倒引当金を計上するのが相当であ

る。 

また、佐々木社長または連結外子会社に対して不適切な会計処理により移動した資金 3 億 9,941

万円については利息を徴収すべきである。徴収されるべき利息は、各月の残高に対して計算される

べきであり、その利率は年 2.5％が相当である。 

 

(4) 平成 15 年 10 月期から平成 17 年第 3 四半期までの間における O 社との借入金の簿外取引等の件 

O 社に対する上記借入金及びその返済については、簿外処理ではなく、適切に計上すべきである。

従って、平成 15 年 10 月期、平成 16 年 1 月第１四半期、平成 16 年 7 月第 3 四半期、平成 17 年 4

月第 2 四半期、平成 18 年 7 月第 3 四半期、平成 18 年 10 月期において O 社に対する短期借入金

を計上すべきである。 

また、佐々木社長が支払った利息についても、簿外処理ではなく支払利息として計上すべきであり、

金利の社長負担による当社の経済的利益は特別利益として計上すべきである。 



 

11 

 

(5) 申告および納税の件 

上記のとおり適正に会計処理した後、法令に従った課税の申告及び納税を行うべきである。 

 

  以上 

 

 

 


